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１. 財務書類４表とは
統一的な基準による財務書類４表とは、「貸借対照表（BS）」、「行政コスト計算書（PL）」、

「純資産変動計算書（NW）」、「資金収支計算書（CF）」の４つの書類を指します。 

この４表から、当該年度末における資産・負債の状況や、１年間の行政サービスにかか

った費用、純資産（資産から負債を引いた残余で、返済の必要がない正味の財産）の増減

の状況、資金の増減の状況などが見えてきます。

各財務書類の内容と、それぞれとの相関関係はつぎのとおりです。

■財務書類の内容

種類 内容

貸借対照表

（BS : Balance Sheet） 
決算年度末時点で、どのような資産を保有しどのような返済（債務）を負って

いるか、また返済の必要のない資産がどれほどあるのかを表しています。

行政コスト計算書

（PL : Profit and Loss Statement） 
１年間の行政活動や行政サービスの提供に要した費用と収益を表しています。 

純資産変動計算書

（NW : Net Worth Statement） 
貸借対照表における純資産の１年間の増減を表しています。

資金収支計算書

（CF : Cash Flow Statement） 
１年間の資金の動きを表しています。

■財務書類４表の相関関係

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

臨時利益 固定資産の変動
前年度末

資金残高

純資産 純行政コスト
本年度末

純資産残高

本年度末

資金残高

①貸借対照表の「現金預金」の金額は、資金収支計算書の「本年度末資金残高」に「本

年度末歳計外現金残高」を加えた金額と一致します。

②行政コスト計算書から算出される「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書の一

部となり、純資産変動計算書の「純行政コスト」の金額と一致します。

③純資産変動計算書から算出される「本年度末純資産残高」は、貸借対照表の「純資産」

の金額と一致します。

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

うち

現金預金

①

度 歳 金 高

③

②
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２. 対象とする会計等の範囲
財務書類４表は、①一般会計等、②全体（猪名川町全体会計）、③連結の 3 つの単位によ

り作成します。作成単位とその対象会計（団体）を図で示すと下記になります。

■対象とする会計（団体）の範囲

（※）兵庫県市町村職員退職手当組合は、組合自体の建物などの資産を所有せず、構成団

体からの積立金で成り立っているため、普通会計の基金積立金や退職手当引当金として計

上する「みなし連結」で対応しています。

３. 作成基準日
財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である令和 2 年 3 月 31 日として作成して

います。ただし、出納整理期間（令和 2 年 4 月 1 日から 5 月 31 日）が設けられている

会計の当該期間内の現金の出入金は、作成基準日までに出入金があったものとして取り扱

っています。

① ② ③

一般会計

奨学金特別会計

公営企業会計

水道事業会計

下水道事業会計

その他特別会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療保険特別会計

農業共済特別会計

連
結
財
務
書
類

一般会計等

公営事業会計

一部事務組合・広域連合

第三セクター

兵庫県市町村職員退職手当組合（※）

猪名川上流広域ごみ処理施設組合

丹波少年自然の家事務組合

兵庫県後期高齢者医療広域連合

地方三公社

兵庫県町土地開発公社

㈱いながわフレッシュパーク

一
般
会
計
等

財
務
書
類

全
体
財
務
書
類

（
猪
名
川
町
全
体
会
計

）
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４．財務書類４表の概要 

左側には「資産」を、右側には資産を取得するために調達した財源を「負債」と「純資

産」に分けて表示したもので、令和 2 年 3 月 31 日時点で、これまでにどのような資産をど

のような負担で取得してきたかを表しています。

A【資産の部】 
所有財産や権利で、将来世代も利用可能な資源・便益

１．固定資産

長期間にわたる使用目的で保有する資産

（１）有形固定資産

・土地や建物などの固定資産で長期に利用する資産

①事業用資産

・庁舎、学校など、事業活動を行うための資産

・土地、建物等（建物、建物附属設備）、工作物、建

設仮勘定※1 などに分類される

②インフラ資産

・道路や公園など、社会基盤または都市生活基盤に

係る資産

・土地、建物等（建物、建物附属設備）、工作物、建

設仮勘定※1 などに分類される

③物品

・重要物品、機械器具などの資産

（２）無形固定資産

・ソフトウェア、地上権など

（３）投資、その他の資産

・有価証券等への投資や出資金、長期延滞債権※2、長

期貸付金、特定目的基金など

・徴収不能引当金※3

２．流動資産

現金預金及び１年以内に回収期限が到来する債権

（１）現金預金

（２）未収金

・町税や使用料などの未収金のうち過去１年以内の発生額

（３）短期貸付金

・貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

（４）基金

・財政調整基金及び固定資産に区分されない減債基金

（５）棚卸資産

・商品や製品など販売用として所有する資産

（６）その他流動資産

（７）徴収不能引当金※3

B【負債の部】 
将来において償還を要する債務や発生が見込まれる費用等

１．固定負債

支払期限が１年を超えて到来する負債

（１）地方債

・地方債のうち、償還期限が１年を超えるもの

（２）長期未払金

・既に確定した債務とみなされるもののうち、１年以内の

支出予定額を除いた金額

（３）引当金

・退職手当引当金（将来の退職金の支払見込みのことで、

仮に年度末に全職員が退職した場合に必要な金額）

（４）その他の固定負債

２．流動負債

支払期限が１年以内に到来する負債

（１）１年以内償還予定地方債

（２）未払金

・既に確定した債務とみなされるもののうち、１年以内の

支出予定額

（３）未払費用

・既に提供された継続的役務に対する未払額

（４）前受金

・納入済代金でその対価である義務が未履行のもの

（５）前受収益

・未提供の継続的役務に対し支払を受けたもの

（６）賞与等引当金

・翌年６月に支払う見込みの賞与等のうち、当該年度１２

月～３月分にあたる部分を見積計上したもの

（７）預り金

・職員給与等から天引きした税金や社会保険料、契約保証

金など

（８）その他の流動負債

負債合計

【純資産の部】（A－B） 
１．純資産

現在までの世代が負担した金額で、返済の必要がない正味の

財産

資産合計 負債・純資産合計

※1 建設中の建物など完成前の有形固定資産への支出を、仮計上するための科目

※2 町税や使用料などの未収金のうち 1 年以上未収の金額

※3 町税や使用料などが時効等により将来徴収不能となる可能性が高いと見込まれる金額

（１）貸借対照表（BS）～財産と負債の状況～
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平成 31 年 4 月 1 日から令和 2 年 3 月 31 日までの 1 年間において、資産形成目的以

外の行政活動や行政サービスの提供のために消費した費用に、その直接的な対価として収

入する使用料や手数料などの収益、さらに臨時損益を加味した結果、そのコスト（純行政

コスト）がどの程度あるのかを表します。言い換えれば、税金等により賄うべきコストが

どの程度あるのかを表します。なお、行政コストの算出においては、従来の現金主義会計

による「歳入歳出決算書」では把握されない「減価償却費」や「賞与等引当金繰入額」な

どの非現金コストも費用の中に含めて算出しています。

Ａ 経常費用

行政活動や行政サービスを提供するために要した費用 (資産形成目的ではないもの） 

１．業務費用

経常的な行政活動や行政サービス提供にかかる費用

（1）人件費

・一般職員給与費のほか、特別職報酬、議員報酬、賞与等引当金繰入額など

（2）物件費

・消耗品費、施設の維持補修費、減価償却費、光熱水費、委託料など

（3）その他の業務費用

・支払利息、徴収不能引当金繰入額など

２．移転費用

経常的に発生する支出で、他の主体に交付することにより効果を創出する費用

（1）補助金等

・負担金、補助及び交付金

（2）社会保障給付

・児童手当、障害者支援、生活保護等の社会保障給付

（3）他会計への繰出金

（4）その他

・補償、補填及び賠償金、自動車重量税等の公課費など

Ｂ 経常収益

受益者負担による施設使用料、手数料など

（1）使用料及び手数料

・行政サービスの対価として受け取る収益。公共施設の使用料や各種証明書類の発行手数料、企業会計にお

ける水道料金や病院診療収入など。

（2）その他

・保有資産から発生する収益。町預金に係る受取利息など。

【純経常行政コスト】Ｃ（＝Ａ－Ｂ）

経常費用から経常収益を差し引きしたもので、経常的な行政活動及び行政サービスの提供に係るコスト

Ｄ 臨時損失

・災害復旧事業費や資産除売却損などの臨時的に発生した費用

Ｅ 臨時利益

・資産売却益などの臨時的に発生した収益

【純行政コスト】（Ｃ＋Ｄ－Ｅ）

行政活動及び行政サービスの提供において臨時的に発生したものも含めた全ての費用のうち、税金等で賄うべきコスト

（２）行政コスト計算書（PL）～１年間にかかった費用と収益～ 
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「純資産変動計算書」は、貸借対照表に表示されている「純資産」について、1 年間の

増減とその内訳を表します。また、純資産の変動内訳において、前掲の純行政コストを含

めて純資産の増減を算出することにより、純行政コストを税収や国県からの補助金などの

収入で賄えたかどうかが分かります。なお、「純資産の増加」は、正味の資産を将来世代へ

引き継いだことを意味し、「純資産の減少」は、その分の負担が負債として将来世代に先送

りされたことを意味します。

A 前年度末純資産残高 
１．純行政コスト（△）

行政コスト計算書における純行政コストと同額

２．財源

（1）税収等
・町税（町民税や固定資産税など）や、地方交付税、地方譲与税、分担金・負担金など

（2）国県等補助金
・国、県からの補助金等収入

B 本年度差額（１＋２） 
３．資産評価差額

・有価証券等の評価差額

４．無償所管換等

・無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

５．その他

・上記以外の純資産の変動

C 本年度純資産変動額（B＋３＋４＋５） 

【本年度末純資産残高】（A＋C） 

（３）純資産変動計算書（NW）～１年間の純資産の増減～
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「資金収支計算書」では、どのような行政活動に資金が充てられたのか、平成 31 年 4

月 1 日から令和 2 年 3 月 31 日までの 1 年間の資金の動きを「業務活動収支」、「投資活

動収支」、「財務活動収支」の 3 区分により表しています。 

Ⅰ. 業務活動収支 
自治体を運営するうえで、継続的に発生する収入と支出の差引き

１．業務支出

人件費、物件費などの業務費用支出と、補助金や社会保障給付費などの移転費用支出

２．業務収入

町税、国県補助金、使用料・手数料などの収入

３．臨時支出

災害復旧事業費に係る支出等

４．臨時収入

臨時的な収入

Ⅱ. 投資活動収支 
資産形成のために収入されるものと支出されるものの差引き

１．投資活動支出

学校や道路、公園など資産形成のための支出や、基金への積立のための支出など

２．投資活動収入

資産形成に係る補助金や基金取崩し、資産の売却による収入など

Ⅲ. 財務活動収支 
地方債の元金償還などの支出と地方債借入による収入の差引き

１．財務活動支出

地方債の元金償還による支出など

２．財務活動収入

地方債の借入により調達した収入など

A. 本年度資金収支額（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

B. 前年度末資金残高

C. 本年度末資金残高（A＋B）

D. 前年度末歳計外現金残高

E. 本年度歳計外現金増減額

F. 本年度末歳計外現金残高（D＋E）

本年度末現金預金残高（C＋F） 

（４）資金収支計算書（CF）～１年間の資金の流れ～
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５．猪名川町の財務書類４表と附属明細書
【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

 固定資産 59,890,910  固定負債 6,612,724

    有形固定資産 57,379,319     地方債 7,331,930

      事業用資産 27,339,942     長期未払金 80,000

        土地 16,227,699     退職手当引当金 -1,037,634

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 23,945,139     その他 238,428

        建物減価償却累計額 -13,103,114  流動負債 1,169,168

        工作物 1,709,961     １年内償還予定地方債 824,601

        工作物減価償却累計額 -1,439,744     未払金 10,000

        船舶 1,359     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -1,359     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 185,165

        航空機 -     預り金 82,051

        航空機減価償却累計額 -     その他 67,351

        その他 - 負債合計 7,781,892

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -  固定資産等形成分 62,067,459

インフラ資産 29,653,748  余剰分（不足分） -7,443,367

土地 9,028,802

建物 49,455

建物減価償却累計額 -41,640

工作物 43,714,416

工作物減価償却累計額 -23,120,597

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 23,313

物品 3,372,267

物品減価償却累計額 -2,986,639

無形固定資産 39,540

ソフトウェア 39,540

      その他 -

    投資その他の資産 2,472,052

      投資及び出資金 142,585

        有価証券 -

        出資金 142,585

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 165,577

      長期貸付金 97,674

      基金 2,077,376

        減債基金 -

        その他 2,077,376

      その他 -

      徴収不能引当金 -11,160

 流動資産 2,515,073

    現金預金 307,727

    未収金 30,801

    短期貸付金 -

    基金 2,176,549

      財政調整基金 1,745,041

      減債基金 431,508

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -3 純資産合計 54,624,091

資産合計 62,405,983 負債及び純資産合計 62,405,983

【一般会計等】貸借対照表
（令和2年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 10,179,782

    その他 210

  臨時利益 4,626

    資産売却益 4,626

    資産除売却損 0

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 9,705,195

  臨時損失 479,213

    災害復旧事業費 479,004

  経常収益 406,578

    使用料及び手数料 182,453

    その他 224,125

      社会保障給付 1,260,805

      他会計への繰出金 1,138,238

      その他 1,790

        その他 39,615

    移転費用 3,781,284

      補助金等 1,380,453

      その他の業務費用 80,799

        支払利息 37,234

        徴収不能引当金繰入額 3,950

        維持補修費 539,188

        減価償却費 1,595,473

        その他 -

        その他 212,509

      物件費等 3,951,702

        物件費 1,817,040

        職員給与費 1,900,313

        賞与等引当金繰入額 185,165

        退職手当引当金繰入額 -

【一般会計等】貸借対照表 10,111,773

    業務費用 6,330,488

      人件費 2,297,988

【一般会計等】行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

【一般会計等】貸借対照表 55,593,827 62,660,605 -7,066,778

  純行政コスト（△） -10,179,782 -10,179,782

  財源 8,868,860 8,868,860

    税収等 6,694,299 6,694,299

    国県等補助金 2,174,561 2,174,561

  本年度差額 -1,310,922 -1,310,922

  固定資産等の変動（内部変動） -639,777 639,777

    有形固定資産等の増加 1,195,416 -1,195,416

    有形固定資産等の減少 -1,598,142 1,598,142

    貸付金・基金等の増加 390,875 -390,875

    貸付金・基金等の減少 -627,926 627,926

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 64,354 64,354

  その他 276,832 -17,723 294,555

  本年度純資産変動額 -969,736 -593,146 -376,589

本年度末純資産残高 54,624,091 62,067,459 -7,443,367

【一般会計等】純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 80,160

本年度歳計外現金増減額 1,891

本年度末歳計外現金残高 82,051

本年度末現金預金残高 307,727

    その他の収入 -

財務活動収支 470,825

本年度資金収支額 -161,922

前年度末資金残高 387,598

本年度末資金残高 225,676

  財務活動支出 901,166

    地方債償還支出 824,601

    その他の支出 76,565

  財務活動収入 1,371,991

    地方債発行収入 1,371,991

    貸付金元金回収収入 13,663

    資産売却収入 7,294

    その他の収入 -

投資活動収支 -763,820

【財務活動収支】

    貸付金支出 36,170

    その他の支出 -

  投資活動収入 822,470

    国県等補助金収入 187,250

    基金取崩収入 614,263

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,586,291

    公共施設等整備費支出 1,195,416

    基金積立金支出 354,705

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 479,004

    災害復旧事業費支出 479,004

    その他の支出 -

  臨時収入 351,491

業務活動収支 131,073

  業務収入 8,747,350

    税収等収入 6,694,557

    国県等補助金収入 1,646,215

    使用料及び手数料収入 182,453

    その他の収入 224,125

    移転費用支出 3,791,284

      補助金等支出 1,380,453

      社会保障給付支出 1,260,805

      他会計への繰出支出 1,148,238

      その他の支出 1,790

    業務費用支出 4,697,480

      人件費支出 2,264,402

      物件費等支出 2,356,228

      支払利息支出 37,234

      その他の支出 39,615

【一般会計等】資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【一般会計等】貸借対照表

  業務支出 8,488,764
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１　重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産　…　取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの　…　再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの　…　取得原価

取得原価が不明なもの　…　再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

② 無形固定資産　…　取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの　…　取得原価

取得原価が不明なもの　…　再調達原価

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的有価証券　…　償却原価法（定額法）

② 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの　…　会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

イ 市場価格のないもの　…　取得原価（又は償却原価法（定額法））

③ 出資金

ア 市場価格のあるもの　…　会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

イ 市場価格のないもの　…　出資金額

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）　…　定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　15年～50年

工作物　10年～75年

物品　　5年～10年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）　…　定額法

（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。）

③ リース資産

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…　リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(4) 引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

未収金、長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。

② 退職手当引当金

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、

組合における積立金額の運用益のうち、本町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

③ 賞与等引当金

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の

期間に対応する部分を計上しています。

(5) リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引

（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(6) 資金収支計算書における資金の範囲

現金及び現金同等物をいいます。

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 物品及びソフトウェアの計上基準

注　記
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物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

② 資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当

額以下であるときに修繕費として処理しています。

２　重要な会計方針の変更等

　　変更ありません。

３　重要な後発事象

(1) 主要な業務の改廃

該当ありません。

(2) 組織・機構の大幅な変更

該当ありません。

(3) 地方財政制度の大幅な改正

該当ありません。

(4) 重大な災害等の発生

該当ありません。

４　偶発債務

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況

該当ありません。

(2) 係争中の訴訟等

該当ありません。

５　追加情報

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

・一般会計

・奨学金特別会計

② 地方自治法第 235 条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了

した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。

実質赤字比率 －（△3.10%）

連結実質赤字比率　－（△8.42%）

実質公債費比率　　2.9％

将来負担比率 －（△75.7％）

⑤ 繰越事業に係る将来の支出予定額

・令和元年度　繰越明許費繰越額　190,759千万円

・令和元年度　事故繰越額　9,251千円

(2) 貸借対照表に係る事項

① 減価償却累計額

事業用資産　　14,544,217千円

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

建物 13,103,114千円

工作物  1,439,744千円

船舶  1,359千円

インフラ資産　23,162,237千円

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

建物 41,640千円

工作物 23,120,597千円

物品 2,986,639千円

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

9,625,856千円

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。

標準財政規模 6,676,827千円

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　　410,656千円
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将来負担額    11,429,738千円

充当可能基金額 4,253,925千円

特定財源見込額 517,061千円

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 9,625,856千円

⑧ 地方自治法第 234 条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

305,779千円

(4) 純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

① 固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

② 余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(5) 資金収支計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

① 基礎的財政収支　△855,072千円

② 既存の決算情報との関連性

歳入歳出決算書

収入（歳入）：11,651,028千円

支出（歳出）：11,428,664千円

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額

収入（歳入）：29,872千円

支出（歳出）：26,561千円

繰越金に伴う差額

収入（歳入）：387,598千円

支出（歳出）：0円

資金収支計算書

収入（歳入）：11,680,900千円

支出（歳出）：11,455,225千円

地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算書は

「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（奨学金特別会計）の分

だけ相違します。

歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ相違します。

③ 一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。

一時借入金の限度額　　1,000,000千円
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,6
9
3
,0
9
2

1
,5
7
2
,7
9
0

5
7
,3
7
9
,3
1
9

有
形

固
定

資
産

の
明

細

14



自
治

体
名

：
猪
名
川
町

年
度

：
令

和
元

年
度

会
計

：
一

般
会
計
等

（
単

位
：
千

円
）

区
分

生
活

イ
ン
フ
ラ
・

国
土

保
全

教
育

福
祉

環
境

衛
生

産
業

振
興

消
防

総
務

合
計

事
業
用
資
産

1
,0
6
3
,6
7
7

1
3
,6
3
0
,3
9
2

2
,7
5
5
,9
0
5

4
0
8
,0
5
9

3
4
7
,5
4
2

6
9
5
,6
7
1

8
,4
3
8
,6
9
7

2
7
,3
3
9
,9
4
2

　
土
地

4
3
1
,6
9
6

6
,2
5
7
,5
9
5

1
,1
3
5
,4
2
5

1
6
1
,5
3
3

2
1
8
,9
6
5

2
3
0
,5
3
4

7
,7
9
1
,9
5
1

1
6
,2
2
7
,6
9
9

　
立
木
竹

-
-

-
-

-
-

-
-

　
建
物

4
9
8
,4
7
4

7
,3
4
4
,4
3
9

1
,6
1
8
,6
2
7

2
4
6
,5
2
6

1
2
4
,2
9
5

3
6
6
,0
8
9

6
4
3
,5
7
6

1
0
,8
4
2
,0
2
6

　
工
作
物

1
3
3
,5
0
7

2
8
,3
5
8

1
,8
5
3

0
4
,2
8
2

9
9
,0
4
7

3
,1
7
1

2
7
0
,2
1
7

船
舶

-
-

-
-

-
0

-
0

　
浮
標
等

-
-

-
-

-
-

-
-

　
航
空
機

-
-

-
-

-
-

-
-

　
そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

　
建
設
仮
勘
定

-
-

-
-

-
-

-
-

イ
ン
フ
ラ
資

産
2
9
,5
0
5
,5
5
9

0
-

4
0
3

1
4
5
,9
6
0

1
,8
2
7

0
2
9
,6
5
3
,7
4
8

　
土
地

9
,0
2
6
,5
7
2

0
-

4
0
3

0
1
,8
2
7

0
9
,0
2
8
,8
0
2

　
建
物

7
,8
1
4

-
-

-
-

-
-

7
,8
1
4

　
工
作
物

2
0
,4
4
7
,8
6
0

-
-

-
1
4
5
,9
5
9

-
-

2
0
,5
9
3
,8
2
0

　
そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

　
建
設
仮
勘
定

2
3
,3
1
3

-
-

-
-

-
-

2
3
,3
1
3

物
品

1
,0
0
1

1
6
3
,5
9
3

1
,9
5
8

1
4
,1
0
6

1
5
,8
5
7

1
3
2
,8
6
6

5
6
,2
4
7

3
8
5
,6
2
8

合
計

3
0
,5
7
0
,2
3
7

1
3
,7
9
3
,9
8
5

2
,7
5
7
,8
6
3

4
2
2
,5
6
8

5
0
9
,3
5
8

8
3
0
,3
6
4

8
,4
9
4
,9
4
4

5
7
,3
7
9
,3
1
9

有
形

固
定

資
産

に
係

る
行

政
目

的
別

の
明

細
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投
資

及
び

出
資

金
の

明
細

自
治

体
名

：
猪

名
川

町
年

度
：
令

和
元

年
度

市
場

価
格

の
あ

る
も

の
(単

位
：
千

円
)

銘
柄

名
株

数
・
口

数
な

ど
(A

)
時

価
単

価
(B

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

(A
) 

X
 (

B
)

(C
)

取
得

単
価

(D
)

取
得

原
価

(A
) 

X
 (

D
)

(E
)

評
価

差
額

(C
) 

-
 (

E
)

(F
)

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

兵
庫

県
農

業
信

用
基

金
協

会
出

資
金

1
9
1
0

9
1
0

9
1
0

9
1
0

0
9
1
0

兵
庫

県
信

用
保

証
協

会
出

捐
金

1
4
,3

8
0

4
,3

8
0

4
,3

8
0

4
,3

8
0

0
4
,3

8
0

公
益

財
団

法
人

兵
庫

県
営

林
緑

化
労

働
基

金
出

捐
金

1
3
0
4

3
0
4

3
0
4

3
0
4

0
3
0
4

大
阪

湾
広

域
臨

海
環

境
整

備
セ

ン
タ

ー
出

資
金

1
1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

0
1
0
0

公
益

財
団

法
人

兵
庫

県
勤

労
福

祉
協

会
出

捐
金

1
4
3
0

4
3
0

4
3
0

4
3
0

0
4
3
0

重
度

障
害

者
多

数
雇

用
事

業
所

等
（
阪

神
友

愛
食

品
株

式
会

社
）
設

立
出

資
金

1
4
0
0

4
0
0

4
0
0

4
0
0

0
4
0
0

公
益

社
団

法
人

兵
庫

み
ど

り
公

社
出

捐
金

1
6
0

6
0

6
0

6
0

0
6
0

公
益

社
団

法
人

兵
庫

み
ど

り
公

社
出

資
金

1
1
,9

3
0

1
,9

3
0

1
,9

3
0

1
,9

3
0

0
1
,9

3
0

一
般

財
団

法
人

一
庫

ダ
ム

湖
周

辺
環

境
整

備
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

1
1
0
,8

0
0

1
0
,8

0
0

1
0
,8

0
0

1
0
,8

0
0

0
1
0
,8

0
0

公
益

財
団

法
人

兵
庫

県
人

権
啓

発
協

会
出

捐
金

1
5
0
0

5
0
0

5
0
0

5
0
0

0
5
0
0

一
般

財
団

法
人

砂
防

ﾌ
ﾛ
ﾝ
ﾃ
ｨｱ

整
備

推
進

機
構

出
捐

金
1

3
0

3
0

3
0

3
0

0
3
0

公
益

財
団

法
人

兵
庫

県
身

体
障

害
者

福
祉

協
会

出
捐

金
1

5
0

5
0

5
0

5
0

0
5
0

公
益

財
団

法
人

暴
力

団
追

放
兵

庫
県

民
セ

ン
タ

ー
出

捐
金

1
9
8
0

9
8
0

9
8
0

9
8
0

0
9
8
0

公
益

財
団

法
人

ひ
ょ

う
ご

環
境

創
造

協
会

出
捐

金
1

1
,4

7
0

1
,4

7
0

1
,4

7
0

1
,4

7
0

0
1
,4

7
0

公
益

財
団

法
人

兵
庫

県
ま

ち
づ

く
り

技
術

セ
ン

タ
ー

出
捐

金
1

1
,0

8
4

1
,0

8
4

1
,0

8
4

1
,0

8
4

0
1
,0

8
4

公
益

財
団

法
人

阪
神

北
広

域
救

急
医

療
財

団
出

捐
金

1
4
,6

5
7

4
,6

5
7

4
,6

5
7

4
,6

5
7

0
4
,6

5
7

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

出
資

金
1

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

2
,0

0
0

0
2
,0

0
0

合
計

1
7

3
0
,0

8
5

3
0
,0

8
5

3
0
,0

8
5

3
0
,0

8
5

0
3
0
,0

8
5

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

に
対

す
る

も
の

(単
位

：
千

円
)

相
手

先
名

出
資

金
額

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
(A

)

資
産

(B
)

負
債

(C
)

純
資

産
額

(B
) 

-
 (

C
)

(D
)

資
本

金
(E

)

出
資

割
合

(%
)

(A
) 

/
 (

E
)

(F
)

実
質

価
額

(D
) 

X
 (

F
)

(G
)

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

(H
)

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

兵
庫

県
町

土
地

開
発

公
社

1
,5

0
0

1
,5

0
0

1
,5

0
0

1
8
,0

0
0

0
1
2
5

0
1
,5

0
0

株
式

会
社

い
な

が
わ

フ
レ

ッ
シ

ュ
パ

ー
ク

3
5
,0

0
0

3
5
,0

0
0

3
5
,0

0
0

5
5
,5

0
0

1
2
2
,0

7
2

0
3
5
,0

0
0

水
道

事
業

会
計

7
6
,0

0
0

7
6
,0

0
0

7
6
,0

0
0

4
9
3
,9

3
2

0
1
1
,6

9
4

0
7
6
,0

0
0

合
計

1
1
2
,5

0
0

1
1
2
,5

0
0

0
1
1
2
,5

0
0

5
6
7
,4

3
2

1
3
3
,8

9
1

0
1
1
2
,5

0
0

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

以
外

に
対

す
る

も
の

(単
位

：
千

円
)

相
手

先
名

出
資

金
額

(A
)

資
産

(B
)

負
債

(C
)

純
資

産
額

(B
) 

-
 (

C
)

(D
)

資
本

金
(E

)

出
資

割
合

(%
)

(A
) 

/
 (

E
)

(F
)

実
質

価
額

(D
) 

X
 (

F
)

(G
)

強
制

評
価

減
(H

)

貸
借

対
照

表
計

上
額

(A
) 

-
 (

H
)

(I
)

(参
考

)財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

該
当

な
し

合
計
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基
金

の
明

細
自
治
体
名

：
猪

名
川

町
年
度
：
令
和

元
年

度
(単

位
：
千

円
)

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合
計

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

(参
考
)財

産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

財
政
調
整
基
金

6
6
7
,2
4
9

1
,0
7
7
,7
9
2

0
0

1
,7
4
5
,0
4
1

1
,7
4
5
,0
4
1

減
債
基
金

1
3
1
,5
0
8

3
0
0
,0
0
0

0
0

4
3
1
,5
0
8

4
3
1
,5
0
8

ま
ち
づ
く
り
基

金
1
,0
3
3
,2
4
3

7
9
9
,3
1
0

0
0

1
,8
3
2
,5
5
3

1
,8
3
2
,5
5
3

福
祉
基
金

2
1
4
,5
9
0

0
0

0
2
1
4
,5
9
0

2
1
4
,5
9
0

奨
学
基
金

3
0
,2
3
3

0
0

0
3
0
,2
3
3

3
0
,2
3
3

合
計

2
,0
7
6
,8
2
3

2
,1
7
7
,1
0
2

0
0

4
,2
5
3
,9
2
5

4
,2
5
3
,9
2
5
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貸
付

金
の

明
細

自
治

体
名
：
猪

名
川

町
年
度

：
令

和
元

年
度

(単
位
：
千
円
)

貸
借

対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

貸
借
対
照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額

猪
名
川
町
農
林
商
工
業
振
興

資
金

貸
付

金
3
,5
3
6

0
0

0
3
,5
3
6

奨
学
金
貸
付
金

9
4
,1
3
8

0
0

0
9
4
,1
3
8

合
計

9
7
,6
7
4

0
0

0
9
7
,6
7
4

相
手

先
名

ま
た
は

種
別

長
期
貸
付
金

短
期

貸
付

金
(参

考
)

貸
付

金
計

18



長
期

延
滞

債
権

の
明

細
自
治

体
名

：
猪

名
川
町

年
度

：
令

和
元

年
度

(単
位

：
千

円
)

相
手

先
名

ま
た
は

種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸

付
金
】

　
該
当
な
し

小
計

0
0

【
未

収
金
】

個
人
町
民
税

3
7
,6
8
2

2
,5
4
0

法
人
町
民
税

3
5
5

2
4

固
定
資
産
税

1
2
2
,3
6
0

8
,2
4
7

軽
自
動
車
税

9
4
1

6
3

都
市
計
画
税

3
,4
9
3

2
3
5

児
童
福
祉
施
設
負

担
金

7
4
7

5
0

小
計

1
6
5
,5
7
7

1
1
,1
6
0

合
計

1
6
5
,5
7
7

1
1
,1
6
0
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未
収

金
の

明
細

自
治

体
名

：
猪

名
川
町

年
度

：
令

和
元

年
度

(単
位

：
千

円
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

　
該
当
な
し

小
計

0
0

【
未
収
金
】

個
人
町
民
税

1
1
,3
9
7

1

法
人
町
民
税

1
8
9

0

固
定
資
産
税

1
7
,7
4
2

2

軽
自
動
車
税

5
8
6

0

都
市
計
画
税

8
8
7

0

児
童
福
祉
施
設
負

担
金

0
0

小
計

3
0
,8
0
1

3

合
計

3
0
,8
0
1

3
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地
方

債
等

（
借

入
先

別
）
の

明
細

自
治

体
名

：
猪

名
川

町
年

度
：
令

和
元

年
度

(単
位
：
千
円
)

う
ち
1
年

内
償

還
予

定
う
ち
共

同
発

行
債

う
ち
住

民
公

募
債

【
通
常

分
】

　
一

般
公

共
事

業
1
9
2
,9
6
0

3
2
,7
2
4

2
8
,3
3
1

1
5
3
,4
2
9

1
1
,2
0
0

　
公

営
住

宅
建

設

　
災

害
復

旧
2
7
6
,3
4
5

8
,7
2
6

2
7
6
,3
4
5

　
教

育
・
福

祉
施

設
1
,2
3
9
,5
3
0

8
1
,1
0
0

6
6
4
,6
1
0

2
1
9
,8
0
0

3
2
6
,6
0
0

2
8
,5
2
0

　
一

般
単

独
事

業
7
3
4
,8
7
5

1
3
4
,8
1
2

1
,1
7
4

2
9
9
,0
8
7

1
4
7
,4
2
0

5
3
,3
6
0

2
3
3
,8
3
4

　
そ
の

他
1
6
3
,2
1
2

2
5
,8
4
0

7
2
,6
7
3

3
2
,8
7
9

7
,1
0
0

5
0
,5
6
0

【
特
別

分
】

　
臨

時
財

政
対

策
債

5
,4
7
0
,1
0
4

4
1
0
,3
8
1

2
,6
2
4
,7
6
8

2
,0
5
5
,3
3
9

2
1
1
,6
8
0

2
2
4
,2
2
0

3
5
4
,0
9
7

　
減

税
補

て
ん
債

7
9
,5
0
5

2
2
,7
1
2

2
2
,5
2
8

5
6
,9
7
7

　
退

職
手

当
債

　
そ
の

他

　
合

計
8
,1
5
6
,5
3
1

7
1
6
,2
9
5

3
,6
9
0
,4
2
9

2
,7
6
0
,5
3
4

7
0
4
,0
0
0

3
0
6
,1
0
0

0
0

0
6
9
5
,4
6
8

市
場
公
募
債

そ
の
他

種
類

地
方
債
等
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行

そ
の
他
の

金
融
機
関
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地
方

債
等

（
利

率
別

）
の

明
細

自
治
体

名
：
猪

名
川

町
年

度
：
令

和
元

年
度

(単
位
：
千
円
)

地
方
債
等
残
高

1
.5
%
以
下

1
.5
%
超

2
.0
%
以
下

2
.0
%
超

2
.5
%
以
下

2
.5
%
超

3
.0
%
以
下

3
.0
%
超

3
.5
%
以
下

3
.5
%
超

4
.0
%
以
下

4
.0
%
超

(参
考

)
加
重
平
均

利
率

8
,1
5
6
,5
3
1

7
,7
3
6
,8
6
1

2
5
0
,3
0
1

1
4
1
,8
2
5

1
,5
4
5

2
5
,9
9
9

0
.4
0
9
6

地
方

債
等

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

自
治
体

名
：
猪

名
川

町
年

度
：
令

和
元

年
度

(単
位
：
千
円
)

地
方
債
等
残
高

1
年
以
内

1
年
超

2
年
以
内

2
年
超

3
年
以
内

3
年
超

4
年
以
内

4
年
超

5
年
以
内

5
年
超

1
0
年
以
内

1
0
年
超

1
5
年
以
内

1
5
年
超

2
0
年
以
内

2
0
年
超

8
,1
5
6
,5
3
1

7
1
6
,2
9
5

7
3
6
,4
7
0

8
3
6
,9
0
0

7
9
4
,0
0
8

7
2
2
,4
7
3

2
,7
5
6
,3
9
2

1
,2
6
6
,4
0
3

3
2
7
,5
9
0

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ
れ

た
地

方
債

等
の

概
要

自
治
体

名
：
猪

名
川

町
年

度
：
令

和
元

年
度

(単
位

：
千

円
)

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
等

残
高

該
当

な
し

契
約

条
項
の
概
要
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引
当

金
の

明
細

自
治

体
名

：
猪

名
川

町
年

度
：
令

和
元

年
度

(単
位
：
千
円
)

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収

不
能
引
当
金
（
固
定

資
産

）
1
2
,3
7
6

1
,2
1
6

1
1
,1
6
0

徴
収
不
能
引
当
金
（
流
動

資
産

）
2

1
3

退
職
手
当
引
当
金

-
7
8
8
,6
3
0

-
1
6
3
,0
9
7

8
5
,9
0
7

-
1
,0
3
7
,6
3
4

賞
与
等
引
当
金

1
5
1
,5
8
0

1
8
5
,1
6
5

1
5
1
,5
8
0

1
8
5
,1
6
5

合
計

-
6
2
4
,6
7
2

2
2
,0
6
9

2
3
8
,7
0
3

-
8
4
1
,3
0
6

区
分

前
年
度
末

残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
末
残
高

本
年
度
減
少
額
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補
助

金
等

の
明

細
自
治

体
名

：
猪

名
川
町

年
度

：
令

和
元

年
度

(単
位

：
千

円
)

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出

目
的

該
当
な
し

計
0

広
域

ご
み

処
理

施
設
事
業
負
担
金

猪
名
川
上
流
広
域
ご
み
処
理
施
設
組
合

3
8
2
,9
5
4
猪

名
川

上
流

広
域

ご
み

処
理

施
設

組
合

へ
の

運
営

補
助

施
設
型
給
付
等
負
担
金

私
立
幼
稚
園
、
認
可
保
育
所
、
認
定
こ
ど
も
園
等

3
3
0
,3
3
7
対
象
子
育
て
施
設
の
運
営
補
助

兵
庫

県
市

町
村

職
員
退
職
手
当
組
合
負
担
金

兵
庫
県
市
町
村
職
員
退
職
手
当
組
合

1
5
8
,3
7
2
兵

庫
県

市
町

村
職

員
退

職
手

当
組

合
へ

の
負

担
金

産
業

拠
点

地
区

関
連
施
設
整
備
負
担
金

蔵
王
特
定
目
的
会
社

6
7
,0
6
2
産
業
拠
点
地
区
の
開
発
区
域
外
に
お
け
る

関
連
上
下
水
道
施
設
整
備
に
要
す
る
負
担
金

プ
レ
ミ
ア
ム
付

商
品

券
事

業
負

担
金

猪
名

川
町

プ
レ
ミ
ア
ム
付

商
品

券
取

扱
事

業
者

5
4
,6
5
4
プ
レ
ミ
ア
ム
付

商
品

券
事

業
の

町
負

担
金

社
会

福
祉

協
議

会
補
助
金

猪
名
川
町
社
会
福
祉
協
議
会

4
6
,4
1
6
猪

名
川

町
社

会
福

祉
協

議
会

の
運

営
補

助

川
西

養
護

学
校

負
担
金

川
西
市
長

3
0
,9
5
2
川

西
養

護
学

校
へ

の
負

担
金

私
立

保
育

所
補

助
金

私
立
保
育
施
設

2
9
,1
7
6
対

象
子

育
て
施

設
の

運
営

補
助

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
補
助
金

猪
名
川
町
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

1
5
,6
1
8
猪
名
川
町
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
の
運
営
補
助

浄
化

槽
維

持
管

理
補
助
金

猪
名
川
町
浄
化
槽
管
理
組
合

1
2
,7
1
9
猪

名
川

町
浄

化
槽

管
理

組
合

の
運

営
補

助

中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
事
業
補
助
金

中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
協
定
集
落

1
1
,0
2
8
中
山
間
地
域
に
お
け
る
農
業
生
産
活
動
維
持

そ
の

他
補

助
金

2
4
1
,7
6
3

計
1
,3
8
1
,0
5
1

合
計

1
,3
8
1
,0
5
1

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

(所
有

外
資

産
分

)

そ
の
他

の
補

助
金

等
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財
源

の
明

細
自
治
体
名
：
猪
名
川
町

年
度
：
令
和
元
年
度

(単
位
：
千
円
)

会
計

区
分

金
額 3
,4
7
5
,0
1
5

2
,3
6
8
,1
5
6

4
5
5
,2
5
8

1
0
3
,2
0
6

3
0
3
,3
1
7

6
,7
0
4
,9
5
2

冷
房

設
備

対
応

臨
時

特
例

交
付

金
9
5
,2
8
2

社
会

資
本

整
備

交
付

金
4
2
,0
4
5

携
帯
電
話
等
エ
リ
ア
整
備
事
業
補
助
金

3
4
,8
9
0

そ
の
他
補
助
金

1
5
,0
3
3

小
計

1
8
7
,2
5
0

児
童

手
当

負
担

金
3
9
9
,3
9
9

自
立

支
援

給
付

費
負

担
金

2
9
1
,1
0
4

公
共

土
木

施
設

災
害

復
旧

費
国

庫
負

担
金

2
5
1
,0
1
6

子
ど
も
の
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付
費
負
担
金

2
4
9
,9
4
7

国
民

健
康

保
険

基
盤

安
定

負
担

金
1
0
1
,8
8
3

障
害

児
通

所
等

給
付

費
負

担
金

9
1
,2
7
7

農
地

農
業

用
施

設
災

害
復

旧
費

補
助

金
7
4
,8
9
6

子
ど
も
・
子

育
て
支

援
補

助
金

6
6
,6
9
2

そ
の
他
補
助
金

4
6
1
,0
9
7

小
計

1
,9
8
7
,3
1
1

2
,1
7
4
,5
6
1

8
,8
7
9
,5
1
3

税
収
等

0

国
県
等
補
助
金

0

8
,8
7
9
,5
1
3

該
当

な
し

該
当

な
し

奨
学

金
特

別
会
計

合
計

財
源

の
内

容

一
般

会
計

税
収
等

町
税

地
方

消
費

税
交

付
金

そ
の
他

小
計

国
県
等
補
助
金

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

小
計

合
計

地
方

交
付

税

地
方

譲
与

税
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資
金

の
明

細
自
治

体
名

：
猪

名
川
町

年
度

：
令

和
元

年
度

(単
位

：
千

円
)

種
類

本
年
度
末
残
高

現
金

2
2
5
,6
7
6

要
求
払
預
金

短
期
投
資

合
計

2
2
5
,6
7
6
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 93,674,863   固定負債 28,757,585

    有形固定資産 84,429,477     地方債等 11,322,586

      事業用資産 27,339,942     長期未払金 -

        土地 16,227,699     退職手当引当金 -1,094,664

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 18,529,663

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,810,582

        建物 23,945,139     １年内償還予定地方債等 870,039

        建物減価償却累計額 -13,103,114     未払金 157,101

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 1,709,961     前受金 280

        工作物減価償却累計額 -1,439,744     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 195,354

        船舶 1,359     預り金 82,551

        船舶減価償却累計額 -1,359     その他 505,257

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 30,568,167

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 96,864,637

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -29,505,058

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 56,202,413

        土地 11,075,813

        土地減損損失累計額 -

        建物 552,395

        建物減価償却累計額 -259,435

        建物減損損失累計額 -

        工作物 80,304,849

        工作物減価償却累計額 -35,494,522

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 23,313

      物品 5,055,688

      物品減価償却累計額 -4,168,566

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 1,566,638

      ソフトウェア 46,931

      その他 1,519,707

    投資その他の資産 7,678,748

      投資及び出資金 67,004

        有価証券 -

        出資金 67,004

        その他 -

      長期延滞債権 300,108

      長期貸付金 97,674

      基金 2,415,602

        減債基金 -

        その他 2,415,602

      その他 4,815,489

      徴収不能引当金 -17,129

  流動資産 4,252,882

    現金預金 822,129

    未収金 241,114

    短期貸付金 -

    基金 3,189,774

      財政調整基金 2,758,266

      減債基金 431,508

    棚卸資産 1,320

    その他 -

    徴収不能引当金 -1,455

  繰延資産 - 純資産合計 67,359,579

資産合計 97,927,746 負債及び純資産合計 97,927,746

【全体会計】貸借対照表
（令和2年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

【全体会計】行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

  経常費用 16,892,519

    業務費用 8,376,541

      人件費 2,350,212

        職員給与費 1,927,223

        賞与等引当金繰入額 193,772

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 229,217

      物件費等 5,793,280

        物件費 2,535,859

        維持補修費 570,024

        減価償却費 2,687,397

        その他 -

      その他の業務費用 233,049

        支払利息 130,615

        徴収不能引当金繰入額 5,300

        その他 97,133

    移転費用 8,515,978

      補助金等 7,261,997

      社会保障給付 1,260,932

      その他 2,451

  経常収益 1,322,096

    使用料及び手数料 1,010,463

    その他 311,633

純経常行政コスト 15,570,424

  臨時損失 479,282

    災害復旧事業費 479,004

    資産除売却損 0

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 278

  臨時利益 4,626

    資産売却益 4,626

    その他 -

純行政コスト 16,045,080
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 68,309,295 98,492,447 -30,183,152 -

  純行政コスト（△） -16,045,080 -16,045,080 -

  財源 14,605,136 14,605,136 -

    税収等 9,349,818 9,349,818 -

    国県等補助金 5,255,319 5,255,319 -

  本年度差額 -1,439,944 -1,439,944 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,649,311 1,649,311

    有形固定資産等の増加 1,464,973 -1,464,973

    有形固定資産等の減少 -2,732,685 2,732,685

    貸付金・基金等の増加 564,326 -564,326

    貸付金・基金等の減少 -945,926 945,926

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 64,354 64,354

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 425,873 -42,853 468,726

  本年度純資産変動額 -949,716 -1,627,810 678,094 -

本年度末純資産残高 67,359,579 96,864,637 -29,505,058 -

【全体会計】純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

【全体会計】資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 14,139,286

    業務費用支出 5,613,308

      人件費支出 2,318,930

      物件費等支出 3,108,370

      支払利息支出 130,615

      その他の支出 55,394

    移転費用支出 8,525,978

      補助金等支出 7,261,997

      社会保障給付支出 1,260,932

      その他の支出 2,451

  業務収入 14,904,028

    税収等収入 8,861,490

    国県等補助金収入 4,726,973

    使用料及び手数料収入 1,004,074

    その他の収入 311,493

  臨時支出 479,073

    災害復旧事業費支出 479,004

    その他の支出 69

  臨時収入 351,491

業務活動収支 637,161

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,014,737

    公共施設等整備費支出 1,452,354

    基金積立金支出 526,212

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 36,170

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,087,716

    国県等補助金収入 134,495

    基金取崩収入 632,263

    貸付金元金回収収入 13,663

    資産売却収入 7,294

    その他の収入 300,000

投資活動収支 -927,021

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,373,188

    地方債等償還支出 1,296,623

    その他の支出 76,565

  財務活動収入 1,429,791

    地方債等発行収入 1,429,791

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 80,166

本年度歳計外現金増減額 2,386

本年度末歳計外現金残高 82,551

本年度末現金預金残高 822,129

財務活動収支 56,603

本年度資金収支額 -233,257

前年度末資金残高 972,835

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 739,578
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１　重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　①　有形固定資産　…　取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　ア　昭和59年度以前に取得したもの　…　再調達原価

　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　　イ　昭和60年度以後に取得したもの

　　　取得原価が判明しているもの　…　取得原価

　　　取得原価が不明なもの　…　再調達原価

　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　②　無形固定資産　…　取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　　取得原価が判明しているもの　…　取得原価

　　　取得原価が不明なもの　…　再調達原価

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

　①　満期保有目的有価証券　…　償却原価法（定額法）

　②　満期保有目的以外の有価証券

　　ア　市場価格のあるもの　…　会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

　　イ　市場価格のないもの　…　取得原価（又は償却原価法（定額法））

　③　出資金

　　ア　市場価格のあるもの　…　会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

　　イ　市場価格のないもの　…　出資金額

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法

　①　有形固定資産（リース資産を除きます。）　…　定額法

　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　　　建物　　15年～50年

　　　　　工作物　10年～75年

　　　　　物品　　5年～10年

　②　無形固定資産（リース資産を除きます。）　…　定額法

　　　（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。）

　③　リース資産

　　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　…　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

　　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　…　リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(4)　引当金の計上基準及び算定方法

　①　徴収不能引当金

　　　未収金、長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。

　　　ただし、一部の連結対象会計においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。

　②　退職手当引当金

　　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、

　　　組合における積立金額の運用益のうち、本町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

　③　賞与等引当金

　　　翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の

　　　期間に対応する部分を計上しています。

(5)　リース取引の処理方法

　① ファイナンス・リース取引

　　ア 所有権移転ファイナンス・リース取引

　　　（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　　イ ア以外のファイナンス・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　② オペレーティング・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(6)　資金収支計算書における資金の範囲

　　現金及び現金同等物をいいます。

　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。　

(7)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

注　記
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　①　物品及びソフトウェアの計上基準

　　　物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。

　　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

　②　資本的支出と修繕費の区分基準

　　　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当

　　　額以下であるときに修繕費として処理しています。

(8)　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

　　ただし、一部の連結対象会計（水道事業会計、下水道事業会計）については、税抜方式によっています。

２　重要な会計方針の変更等

　　変更ありません。

３　重要な後発事象

(1)　主要な業務の改廃

　　　該当ありません。

(2)　組織・機構の大幅な変更

　　　該当ありません。

(3)　地方財政制度の大幅な改正

　　　該当ありません。

(4)　重大な災害等の発生

　　　該当ありません。

４　偶発債務

(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

　　　該当ありません。

(2)　係争中の訴訟等

　　　該当ありません。

５　追加情報

(1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

　①　全体会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。

　　　・一般会計 ： 全部連結

　　　・奨学金特別会計 ： 全部連結

　　　・国民健康保険特別会計 ： 全部連結

　　　・介護保険特別会計 ： 全部連結

　　　・後期高齢者医療特別会計 ： 全部連結

　　　・農業共済特別会計 ： 全部連結

　　　・水道事業会計 ： 全部連結

　　　・下水道事業会計 ： 全部連結

　②　地方自治法第 235 条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了

　　　した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

　③　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

　

(2)　貸借対照表に係る事項

　①　減価償却累計額

　　　　事業用資産　　14,544,217千円

　　　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　　　建物　　　　13,103,114千円

　　　　　工作物　　　 1,439,744千円

　　　　　船舶　　　　　　 1,359千円

　　　　インフラ資産　35,753,957千円

　　　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　　　建物　　　　 　259,435千円

　　　　　工作物　　　39,494,522千円

　　　　

　　　　物品　　　　　 4,168,566千円

　　　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 95,154,637   固定負債 29,049,518

    有形固定資産 85,871,352     地方債等 11,613,200

      事業用資産 28,779,813     長期未払金 -

        土地 16,398,706     退職手当引当金 -1,094,664

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 18,530,982

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,032,860

        建物 24,852,844     １年内償還予定地方債等 1,037,540

        建物減価償却累計額 -13,517,853     未払金 177,781

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 3,591,957     前受金 280

        工作物減価償却累計額 -2,546,066     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 195,440

        船舶 1,359     預り金 85,732

        船舶減価償却累計額 -1,359     その他 536,087

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 31,082,378

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 98,344,411

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -29,778,595

        航空機 -   他団体出資等分 20,000

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 1,830

        その他減価償却累計額 -1,605

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 56,202,413

        土地 11,075,813

        土地減損損失累計額 -

        建物 552,395

        建物減価償却累計額 -259,435

        建物減損損失累計額 -

        工作物 80,304,849

        工作物減価償却累計額 -35,494,522

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 23,313

      物品 5,093,558

      物品減価償却累計額 -4,204,431

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 1,566,722

      ソフトウェア 47,015

      その他 1,519,707

    投資その他の資産 7,716,563

      投資及び出資金 30,504

        有価証券 -

        出資金 30,504

        その他 -

      長期延滞債権 301,111

      長期貸付金 97,674

      基金 2,486,570

        減債基金 -

        その他 2,486,570

      その他 4,817,833

      徴収不能引当金 -17,129

  流動資産 4,513,556

    現金預金 1,076,762

    未収金 241,209

    短期貸付金 -

    基金 3,189,774

      財政調整基金 2,758,266

      減債基金 431,508

    棚卸資産 6,817

    その他 450

    徴収不能引当金 -1,455

  繰延資産 - 純資産合計 68,585,816

資産合計 99,668,194 負債及び純資産合計 99,668,194

【連結会計】貸借対照表
（令和2年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

    資産売却益 4,626

    その他 -

純行政コスト 19,407,122

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 278

  臨時利益 4,626

  臨時損失 479,282

    災害復旧事業費 479,004

    資産除売却損 0

    使用料及び手数料 1,035,214

    その他 550,812

純経常行政コスト 18,932,466

      社会保障給付 1,260,945

      その他 9,859

  経常収益 1,586,026

        その他 177,234

    移転費用 11,462,569

      補助金等 10,201,168

      その他の業務費用 322,029

        支払利息 139,495

        徴収不能引当金繰入額 5,300

        維持補修費 571,746

        減価償却費 2,837,038

        その他 26

        その他 237,570

      物件費等 6,312,901

        物件費 2,904,092

        職員給与費 1,989,564

        賞与等引当金繰入額 193,858

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 20,518,492

    業務費用 9,055,922

      人件費 2,420,992

【連結会計】行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 69,496,612 100,111,272 -30,634,660 20,000

  純行政コスト（△） -19,407,122 -19,407,122 -

  財源 17,988,628 17,988,628 -

    税収等 11,029,882 11,029,882 -

    国県等補助金 6,958,746 6,958,746 -

  本年度差額 -1,418,494 -1,418,494 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,798,042 1,798,042

    有形固定資産等の増加 1,465,255 -1,465,255

    有形固定資産等の減少 -2,882,326 2,882,326

    貸付金・基金等の増加 593,717 -593,717

    貸付金・基金等の減少 -974,687 974,687

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 64,354 64,354

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 17,692 9,513 8,179 -

  その他 425,652 -42,686 468,338

  本年度純資産変動額 -910,796 -1,766,860 856,064 -

本年度末純資産残高 68,585,816 98,344,411 -29,778,595 20,000

【連結会計】純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 83,364

本年度歳計外現金増減額 2,368

本年度末歳計外現金残高 85,732

本年度末現金預金残高 1,076,762

財務活動収支 -111,790

本年度資金収支額 -230,370

前年度末資金残高 1,217,405

比例連結割合変更に伴う差額 3,995

本年度末資金残高 991,029

    地方債等償還支出 1,465,016

    その他の支出 76,565

  財務活動収入 1,429,791

    地方債等発行収入 1,429,791

    その他の収入 -

    資産売却収入 7,294

    その他の収入 300,000

投資活動収支 -927,929

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,541,581

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,116,477

    国県等補助金収入 134,495

    基金取崩収入 661,024

    貸付金元金回収収入 13,663

  投資活動支出 2,044,406

    公共施設等整備費支出 1,452,635

    基金積立金支出 555,600

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 36,170

    災害復旧事業費支出 479,004

    その他の支出 69

  臨時収入 355,600

業務活動収支 809,349

【投資活動収支】

    税収等収入 10,541,612

    国県等補助金収入 6,430,400

    使用料及び手数料収入 1,028,825

    その他の収入 550,308

  臨時支出 479,073

    移転費用支出 11,472,569

      補助金等支出 10,201,167

      社会保障給付支出 1,260,945

      その他の支出 9,859

  業務収入 18,551,145

    業務費用支出 6,145,755

      人件費支出 2,389,475

      物件費等支出 3,478,058

      支払利息支出 139,495

      その他の支出 138,726

【連結会計】資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 17,618,324
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１　重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　①　有形固定資産　…　取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　ア　昭和59年度以前に取得したもの　…　再調達原価

　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　　イ　昭和60年度以後に取得したもの

　　　取得原価が判明しているもの　…　取得原価

　　　取得原価が不明なもの　…　再調達原価

　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　②　無形固定資産　…　取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　　取得原価が判明しているもの　…　取得原価

　　　取得原価が不明なもの　…　再調達原価

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

　①　満期保有目的有価証券　…　償却原価法（定額法）

　②　満期保有目的以外の有価証券

　　ア　市場価格のあるもの　…　会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

　　イ　市場価格のないもの　…　取得原価（又は償却原価法（定額法））

　③　出資金

　　ア　市場価格のあるもの　…　会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）

　　イ　市場価格のないもの　…　出資金額

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法

　①　有形固定資産（リース資産を除きます。）　…　定額法

　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　　　建物　　15年～50年

　　　　　工作物　10年～75年

　　　　　物品　　5年～10年

　②　無形固定資産（リース資産を除きます。）　…　定額法

　　　（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。）

　③　リース資産

　　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　…　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

　　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　…　リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(4)　引当金の計上基準及び算定方法

　①　徴収不能引当金

　　　未収金、長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。

　　　ただし、一部の連結対象会計においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。

　②　退職手当引当金

　　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、

　　　組合における積立金額の運用益のうち、本町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

　③　賞与等引当金

　　　翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の

　　　期間に対応する部分を計上しています。

(5)　リース取引の処理方法

　① ファイナンス・リース取引

　　ア 所有権移転ファイナンス・リース取引

　　　（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　　イ ア以外のファイナンス・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　② オペレーティング・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(6)　資金収支計算書における資金の範囲

　　現金及び現金同等物をいいます。

　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。　

注　記
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(7)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　①　物品及びソフトウェアの計上基準

　　　物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。

　　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

　②　資本的支出と修繕費の区分基準

　　　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当

　　　額以下であるときに修繕費として処理しています。

(8)　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

　　ただし、一部の連結対象会計（水道事業会計、下水道事業会計）については、税抜方式によっています。

２　重要な会計方針の変更等

　　変更ありません。

３　重要な後発事象

(1)　主要な業務の改廃

　　　該当ありません。

(2)　組織・機構の大幅な変更

　　　該当ありません。

(3)　地方財政制度の大幅な改正

　　　該当ありません。

(4)　重大な災害等の発生

　　　該当ありません。

４　偶発債務

(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

　　　該当ありません。

(2)　係争中の訴訟等

　　　該当ありません。

５　追加情報

(1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

　①　全体会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。

　　　・一般会計 ： 全部連結

　　　・奨学金特別会計 ： 全部連結

　　　・国民健康保険特別会計 ： 全部連結

　　　・介護保険特別会計 ： 全部連結

　　　・後期高齢者医療特別会計 ： 全部連結

　　　・農業共済特別会計 ： 全部連結

　　　・水道事業会計 ： 全部連結

　　　・下水道事業会計 ： 全部連結

　　　・猪名川上流広域ごみ処理施設組合 : 比例連結（15.73%）

　　　・丹波少年自然の家 ： 比例連結（2.25%）

　　　・後期高齢者医療広域連合 ：  比例連結（0.54%）

　　　・兵庫県町土地開発公社 ：  比例連結（8.33%）

　　　・㈱いながわフレッシュパーク ： 全部連結

　②　地方自治法第 235 条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了

　　　した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

　③　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(2)　貸借対照表に係る事項

　①　減価償却累計額

　　　　事業用資産　　16,066,883千円

　　　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　　　建物　　 　 13,517,853千円

　　　　　工作物　　   2,546,066千円

　　　　　船舶　　　　　　 1,359千円

　　　　　その他　　　　   1,605千円
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　　　　インフラ資産　35,753,957千円

　　　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　　　建物　　　　 　259,435千円

　　　　　工作物　　　35,494,522千円

　　　　

　　　　物品　　　　　 4,204,431千円

　　　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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６．財務書類から得られる指標 
財務書類の個々の数字を見ても、それが何を意味しているのか分かりづらいものがあり

ます。そのため、財務書類から得られるデータを指標化し、経年比較や他団体との比較を

行うことが財政状況の把握には有効な手段となります。

以下に、総務省による「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に紹介されている

財政指標について、本町の財務書類から得られる数値により算出しています。

（１）資産の状況

（一般会計等）

指標 算式等 H30 R1 

住民一人当たり資産額
資産合計（BS） 

住民基本台帳人口
2,019 千円 2,025 千円 

歳入額対資産比率
資産合計（BS） 

当該年度歳入総額
6.3年 5.3年

有形固定資産減価償却率

減価償却累計額（BS） 

有形固定資産合計

－ 土地等の非償却資産

+ 減価償却累計額

53.3% 54.3%

・ 住民一人当たり資産額

資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり資産額とすることにより、他団体と

の比較が容易となります。なお、住民の人口は各年度における 1 月 1 日の住民基本台帳登

録人口を採用しています。

・ 歳入額対資産比率

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を表したものです。これまでに取得した資産が、

歳入の何年分に相当するかを表しています。

・ 有形固定資産減価償却率

有形固定資産（ただし物品を除く）のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累

計額の割合を算出することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過してい

るのかを全体として把握することができます。有形固定資産減価償却率は 100％に近いほど

償却資産の償却期間が全体として進行しつつあり、近い将来に施設等の維持更新のための

投資が必要となる可能性が高くなります。
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（２）資産と負債の比率

（一般会計等）

指標 算式等 H30 R1 

純資産比率
純資産（BS） 

資産合計（BS） 
88.0% 87.5%

将来世代負担比率
地方債残高（BS）※ 

有形＋無形固定資産合計（BS） 
3.3% 4.5%

※ 地方債残高は、臨時財政対策債および減税補てん債等の特例地方債を除く

・ 純資産比率

地方公共団体が所有する資産のうち純資産の部分は、過去及び現世代の負担によるもの

で、負債の部分は将来の返済が必要なものとして将来世代が負担することになります。そ

のため、純資産の変動は、将来世代と過去及び現世代との間で負担の割合が変動したこと

を意味します。将来負担を過重にしないためにも純資産比率は高い方が良いとされていま

す。

・ 将来世代負担比率

社会資本等の財源のうち、地方債（将来の償還が必要な負債）が占める形成割合を算出

することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比率を把握することができます。

この比率が高いほど、将来世代の負担が大きいことを表しています。

（３）行政コストの状況

（一般会計等）

指標 算式等 H30 R1 

住民一人当たり行政コスト
純行政コスト（PL） 

住民基本台帳人口
301 千円 330 千円 

・ 住民一人当たり行政コスト

行政コスト計算書で算出される行政コスト（行政コストのほか、人件費や物件費などの

性質別費用）を住民基本台帳人口で除して、住民一人当たりいくら行政コスト（または費

用）がかかっているかを表します。この指標を類似団体等と比較することにより、行政活

動の効率性を評価することが可能となります。
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（４）負債の状況

（一般会計等）

指標 算式等 H30 R1 

住民一人当たり負債額
負債合計（BS） 

住民基本台帳人口
242 千円 252 千円 

基礎的財政収支

業務活動収支（支払利息支出を除く）

＋投資活動収支（基金積立支出及び基金

取崩収入を除く。）（いずれも CF） 

61,280 千円 △855,072 千円

・ 住民一人当たり負債額

負債額を住民基本台帳人口で除して、負債が住民一人当たりいくらあるのかを表した指

標です。この額が少ないほど財政負担が軽い状態といえます。

・ 基礎的財政収支

地方債等の元利償還額を除いた歳出と地方債等発行収入を除いた歳入の収支バランスを

示す指標です。収支のバランスが均衡している場合には、持続可能な財政運営であるとい

えます。数値がプラスであれば、現在の行政サービスに係る費用が将来の世代に先送りす

ることなく、単年度の税収などで賄われていることを表しています。

（５）受益者負担の状況

（一般会計等）

指標 算式等 H30 R1 

受益者負担の割合
経常収益（PL） 

純経費用（PL） 
3.7% 4.0%

・ 受益者負担の割合

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の

金額です。これを経常費用（純経常行政コスト）と比較することにより、行政サービスの

提供に対する受益者負担の割合を算出することができます。経年比較や類似団体間比較に

より、受益者負担の特徴を把握することが可能となります。
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